　　　　　　　組合
収支予算（見積損益計算書）
平成　　年　月　　日から
平成　　年　月　　日まで
	収　　　　　入　　　　　の　　　　　部

	Ⅰ事　業　収　入
    売    上    高
    受取購買手数料
    受取販売手数料
    受取受注手数料
    受取斡旋手数料
     eq \o\ad(受取貸付利息,　　　　　　　)
　　受 取 保 証 料
    受 取 加 工 料
    受 取 運 送 料
    受 取 検 査 料
    受 取 保 管 料
    受取施設利用料
    　事 業 収 入 計

Ⅱ賦 課 金 等 収 入
　　教育情報事業賦課金収入
    教育情報費用繰越金戻入
    仮受賦課金戻入
    賦 課 金 収 入
    特別賦課金収入
      賦課金等収入計
Ⅲ事 業 外 収 入
    事業外受取利息
    加入手数料収入
    雑　　収　　入
    　　引当金戻入
       eq \o\ad(事業外収入計,　　　　　　)

 eq \o\ad( ,)
Ⅳ　　周年記念事業積立金取崩
	     　　　　 円

  　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
	取扱高　　　円に対し　％
取扱高　　　円に対し　％
取扱高　　　円に対し　％
取扱高　　　円に対し　％
資金量　　　円　年利　％
資金量　　　円　年利　％
取扱高　　　円に対し　％
取扱高　　　円に対し　％
取扱高　　　円に対し　％
取扱高　　　円に対し　％
取扱高　　　円に対し　％
組合員１人月額　　　円　　人　カ月分
組合員１人月額　　　円　　人　カ月分
組合員１人月額　　　円　　人　カ月分


	支　　　　　出　　　　　の　　　　　部

	Ⅰ事　　業　　費
    売  上  原  価
    購 買 事 業 費
    販 売 事 業 費
    受 注 事 業 費
    金 融 事 業 費

    運 送 事 業 費
　　教育情報事業費
    福利厚生事業費
    　　周年記念事業費
    　事　業　費　計
	    　　　    円

　　　　　　　　
	

	Ⅱ事業間接費及び一般管理費
    役　員　報　酬
     eq \o\ad(職員給料手当,　　　　　　　)
 　 賞　　　　　与
　　賞与引当金繰入
    退職給与引当金繰入
    退職給付費用
    共 済 等 掛 金
    新 聞 図 書 費
    旅 費 交 通 費
    通    信    費
    器 具 備 品 費
    印    刷    費
    会    議    費
交    際    費
　　関係団体負担金
    支 払 保 険 料
    賃    借    料
    水 道 光 熱 費
    修    繕    費
    租  税  公  課
    減 価 償 却 費
    雑          費
　　　事業間接費及び
    　　　　　一般管理費計
Ⅲ事 業 外 費 用
    事業外支払利息
    雑    損    失
    　　引当金繰入
　　　事 業 外 費 用 計
Ⅳ予    備    費
	 　              
	人　月額　　　円　　カ月分
　　人　月額　　　円　　カ月分
　　人　給料の　カ月分
　　人　　カ月分
　　人　職員給料手当総額の　　分の
月額      円　    カ月分
月額      円　    カ月分
月額      円　    カ月分
月額      円　    カ月分
月額      円　    カ月分
月額      円　    カ月分
月額      円　    カ月分
総会      円  理事会　　　　円　　回分
委員会　　　円　　回分
月額　　　円　　　カ月分
中央会等関係団体に対する会費
月額　　　円　　　カ月分
月額　　　円　　　カ月分
月額　　　円　　　カ月分
月額　　　円　　　カ月分
事務用機器　　　円の定率（定額）償却

	      　 合　　　　計
	
	


経 費 の 賦 課 及 び 徴 収 方 法
　本組合　　年度の賦課金の総額は、金　　　　　円とし、次の方法により徴収する。
１．賦　　課　　率
      平　等　割　　　１組合員　月額　　　　　円
　　　差　等　割      　　　を基準として、次の等級に分ける。
    　      　　等級　　　基　準　　　金　額    　　員数　　　小　計　　
                １級    　　　　　　　　　　　円   　 人    　　　　　円
                ２級    　　　　　　　　　　　円    　人    　　　　　円
                ３級    　　　　　　　　　　　円    　人    　　　　　円
                                      合　　計  　  　人    　　　　　円
２．徴　収　方　法
    毎月○日までにその月分を納入するものとする。
３．消　　費　　税 

　　　　賦課金は課税対象外として取り扱いますから、課税仕入になりません。
　　　　賦課金は課税対象として取り扱いますから、課税仕入になります。
